
款 項 目

2 1 8

Ⅰ：事業概要

Ⅱ：個別事業内訳 （単位：千円） （見直し・点検進捗評価は４段階）

目名 決算書(P)

事業名 決算額
一般財源
の割合

3 3合計 149 0 149 100% 3

- -

 - - - - - - - -

 - - - - - -

- -

 - - - - - - - -

 - - - - - -

 - - - - - - - -

 - - - - - - - -

特定財源 一般財源 利便性向上
情報発信
・共有化

業務適正化

男女共同参画推進 149 0 149 100% 3 3 3

事業の
成果・効果

・市役所１階ロビーの階段に、性的マイノリティ（LGBTQ+など）への理解を深めることを目的とした
６色のレインボーラッピングを施した。これは、市民一人ひとりの意識啓発を促す新たな試みで、
ラッピング作業当日は、性的マイノリティ当事者の方々のみならず、市内外から多くの支援者も集ま
り実施。自ら様々な取り組みを行う事で環境を変えることを確認する貴重な機会となった。この取り
組みが、多様性を尊重する社会の実現に向けた一歩となることが期待される。

財源内訳 見直し・点検進捗評価

地域活動推進費 158

施策事業名 男女共同参画推進

事業目的 誰もが安心していきいきと生活できる、多様性を認め合う犬山づくりの普及啓発活動を行う。

令和７年度　決算説明書 / 事業評価シート

予算 部局名 市民部

課　名 多様性社会推進課

事業内容

●事業の全体計画
・令和6年4月1日より施行した、「パートナーシップ・ファミリーシップ宣誓制度」の運用開始に伴
  い、性的少数者の尊厳を認め多様な性に対する理解を促進し、差別のないまちとなるよう啓発活動
　を推進する。
・ジェンダー平等審議会において、ジェンダー平等に関する事業を審議しPDCAを実施していくととも
  に、犬山市男女共同参画推進指針の見直しに取り掛かり、令和9年度に策定、令和10年度から新た
  なもので スタートできるよう進める。

●主な事業内容
・ジェンダー平等審議会の開催
・ジェンダー平等に関する普及啓発事業を行う。

●主な決算額の内訳
・ジェンダー平等審議会委員報酬　　　　　　　　　　　　　　108,000円
・ジェンダー平等に関する普及啓発事業　消耗品費　　　　　　 10,842円



Ⅲ：年度別事業費の状況 （単位：千円）

Ⅳ：事業の評価　（ＰＤＣＡサイクルのＣｈｅｃｋ）

Ⅴ：業務の見直し・点検　（ＰＤＣＡサイクルのＣ→Ａ）

Ⅵ：課題とその対応策及び今後の方向性　（令和７年度におけるＰＤＣＡの成果：次のサイクルに反映させていく事項）

事業費

課　　題 対応策・今後の方向性

・より効果的なジェンダー平等推進施策の実施
・「犬山市男女共同参画推進指針」の指針期間終了
後の方向性確立

令和６年度末に設置した「犬山市ジェンダー平等審議会」において出
された意見を参考に「多様性を認め合う犬山づくり」を目指した施策
を検討して実施する。

財
源
内
訳

令和７年度に見直しを
実施した事項

・令和８年度にジェンダー平等に関する市民意識調査を実施することにより、市民
ニーズ等を把握し、男女共同参画推進指針の見直しにつがげるため、ジェンダー平
等審議会で協議を行いながら、施策について意見をもらい、より効果的な施策とな
る様に取り組んだ。

令和８年度に見直しを
実施している事項

・性別にとらわれない自分らしい進路を自由に選べるようになることを目的とした
理解促進事業及び、性的マイノリティの実体験を通じた多様性への理解促進事業の
実施。
・犬山市男女共同参画推進指針の見直しに向けた市民意識調査の実施。

今後見直しを検討する事項

・現在、ジェンダー平等事業を勧めるための基となっている「犬山市男女共同参画
推進指針」（以下、「指針」という。）は、ワークライフバランスや女性活躍など
の男女共同参画に関することが主な内容となっている。この指針は、令和９年度末
に指針期間の終わりを迎えることから、現指針後については、性的マイノリティに
関する内容を含めるものとなるよう、検討を行っていく。

⑤目標の
達成度 3

性的マイノリティに関する施策については、複数取り組みを実施し、一定の成果を上げる
ことができたが、男女共同参画に関する施策については、計画していたほどの実施には至
らなかったため。

⑥改善の
取組状況 3 男女共同参画に関する施策については、多くの課題が残るため、現状把握をし、順次見直

しを進めていく。

③受益の
公平性 3 ジェンダー平等社会は、みんなで役割を担っていくものであるため、全市民が対象であ

る。

④ニーズ
の把握 3 関係団体と月に1回ミーティングを行い、意見やニーズ等の把握をしている。

①市実施
の妥当性 4 男女共同参画社会基本法第9条により、市が行っていく必要があるため。

②事業の
必要性 3 ジェンダー平等社会を形成する啓発、理解促進事業であるため。

一般財源の割合 100% 100% 100%

評価の観点 評　価 評価根拠

その他 0 0 0

一般財源 109 149 2,848

国県支出金 0 0 0

地方債 0 0 0

R6決算 R7決算 R8予算

109 149 2,848

評価チャート
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款 項 目

6 2 2

Ⅰ：事業概要

Ⅱ：個別事業内訳 （単位：千円） （見直し・点検進捗評価は４段階）

目名 決算書(P)

事業名 決算額
一般財源
の割合

2 2合計 1,754 911 843 48% 2

- -

 - - - - - - - -

 - - - - - -

- -

 - - - - - - - -

 - - - - - -

国内都市交流 1,707 911 796 47% 3 3 3

 - - - - - - - -

特定財源 一般財源 利便性向上
情報発信
・共有化

業務適正化

友好交流推進（海外友好都市・姉妹都市交流） 47 0 47 100% 2 2 2

事業の
成果・効果

・小学生交流事業（丹波篠山市への訪問、立山町及び日南市の受入）を実施し、未来の交流人材の育
成に繋げた。
・海外姉妹・友好都市等へグリーティングカードの送付を通じ、友好関係の確認を行った。

財源内訳 見直し・点検進捗評価

友好交流費 298

施策事業名 友好交流推進

事業目的 国内姉妹都市等及び海外友好・姉妹都市との交流を実施する。

令和７年度　決算説明書 / 事業評価シート

予算 部局名 市民部

課　名 多様性社会推進課

事業内容

●事業の全体計画
・国内姉妹都市等及び海外姉妹都市等との交流を実施する。

●主な事業内容
・国内姉妹都市との友好交流会の開催。
・国内姉妹都市との小学生交流事業の実施（丹波篠山市へ訪問、立山町・日南市との市内交流）
・海外姉妹都市等へグリーティングカードの送付。

●主な決算額の内訳
・使用料（姉妹都市小学生交流事業の施設入場料等）　　　　　　 496,580円
・特別旅費（市長等姉妹都市訪問、姉妹都市小学生交流事業）　   382,525円
・食糧費（姉妹都市小学生交流事業）　　　　　　　　　　　　　 243,750円
・市長交際費（友好交流を深める会、姉妹都市訪問時手土産等）　 214,200円
・負担金（姉妹都市小学生交流事業訪問、県国際交流協会） 　　  204,910円
・通信運搬費（姉妹都市小学生交流事業参加者移動費含む）　   　105,120円



Ⅲ：年度別事業費の状況 （単位：千円）

Ⅳ：事業の評価　（ＰＤＣＡサイクルのＣｈｅｃｋ）

Ⅴ：業務の見直し・点検　（ＰＤＣＡサイクルのＣ→Ａ）

Ⅵ：課題とその対応策及び今後の方向性　（令和７年度におけるＰＤＣＡの成果：次のサイクルに反映させていく事項）

事業費

課　　題 対応策・今後の方向性

・姉妹都市等との友好交流会及び姉妹都市小学生交
流事業における職員の負担減について

小学生交流事業については、当事業を円滑に行うため、事務作業を見
直し、令和8年度から実行委員会方式とすることとした。

財
源
内
訳

令和７年度に見直しを
実施した事項

・国内の姉妹都市との小学生交流事業の情報共有において、より効率的に運営する
たに市内受入、派遣事業ともに他市町に働きかけて、Web会議を実施した。

令和８年度に見直しを
実施している事項

・国内姉妹都市との情報共有や事務の効率化についての検討実施
・小学生交流事業のおける、参加者とのコミュニケーション手段についての工夫

今後見直しを検討する事項
・姉妹都市等との友好交流会及び姉妹都市小学生交流事業における職員の負担減に
ついて。

⑤目標の
達成度 4 国内の締結都市とは小学生交流事業等を通して、また、海外の締結都市とはグリーティン

グカードの交換を通して、交流を行うことができた。

⑥改善の
取組状況 2

小学生交流事業について、当事業を円滑に行うため、事務作業を見直し、令和8年度から
実行委員会方式とすることとした。
海外友好都市・姉妹都市との交流は市の方針として現状維持であるため改善は進めていな
い。

③受益の
公平性 3 小学生交流事業は定員を設けて実施しているため、少数の市民が対象となる。事業への参

加にあたっては、必要経費等相応の負担を求めている。

④ニーズ
の把握 3 姉妹都市小学生交流事業においては、参加者及び保護者を対象にアンケートを実施し、

ニーズを把握している。（回答数：参加者→11名、保護者→12名）

①市実施
の妥当性 3 姉妹、友好都市は市が締結しているものであるため、実施主体は市となる。

②事業の
必要性 2

日常生活との直接的な影響は小さいが、国内姉妹都市においては、災害時における協定を
交わしており、その協定によって災害が起きた際の人的支援の相互協力につながってい
る。

一般財源の割合 45% 48% 100%

評価の観点 評　価 評価根拠

その他 1,148 911 0

一般財源 945 843 1,735

国県支出金 0 0 0

地方債 0 0 0

R6決算 R7決算 R8予算

2,093 1,754 1,735

評価チャート
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款 項 目

6 2 2

Ⅰ：事業概要

Ⅱ：個別事業内訳 （単位：千円） （見直し・点検進捗評価は４段階）

令和７年度　決算説明書 / 事業評価シート

予算 部局名 市民部

課　名 多様性社会推進課

事業内容

●事業の全体計画
・異なる言語や文化を持つ全ての市民が暮らしやすいまちづくりを目指す。

●主な事業内容
・多言語窓口電話通訳サービスの導入
・外国人市民の日本語レベルに合わせ、初期レベルの日本語教室の実施及び指導者の育成を行う。
・ポルトガル語、スペイン語、中国語、タガログ語、英語の相談窓口を設置する。
・コミュニティ通訳制度を充実させ、庁内窓口、及び出先機関（小中学校も含む）の対面通訳、庁内
  手続き書類の翻訳を行う。
・比較的来庁することが多い、ポルトガル、スペイン語の通訳を雇用、在住外国人市民及び市職員の
　コミュニケーション支援を実施
・多言語で作成した行政関連の情報誌を作成し、年2回（9月、12月）情報が届きにくい在住外国人市
　民に対し、直送。
・乳幼児期から就学までの日本語学習支援、その親の日本語学習支援、支援者育成を実施。

●主な決算額の内訳
・多文化共生事業委託料  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2,031,535円
・多言語情報誌発送業務委託料　　　　　　　　　　　　　　　　　　1,387,335円
・多言語窓口電話通訳業務委託料　　　　　　　　　　　　　　　　　　691,922円
・日本語教室開催委託料　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　506,000円
・多文化共生推進事業委託料  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　477,884円
・多文化共生推進員企画事業委託料　　　　　　　　　　　　　　　　  400,680円

事業の
成果・効果

・多言語窓口電話通訳サービスを導入し、日本語が得意でない市民と市職員お互いがスムーズにコ
ミュニケーションができる体制となった。
・2回目の多文化交流マルシェを開催し、市内で外国人市民が経営する飲食店や市内在住の外国人市
民に民芸品の販売及びステージ出演をしてもらい、日本人市民と外国人市民の交流ができた。
・令和5年度に実施した外国人実態調査の結果から、行政の情報を直接、紙面で手にしたいとの回答
が多くあったため、市内在住の外国人市民家庭に直接情報を郵送する多言語情報誌を2回発送した。
・スポーツを通じた多文化交流の第1弾として、サッカーを通じた交流事業を行った。サッカーをし
たいけど、どうしたらいいか分からない外国人市民と地域活動団体をつなぐ機会となった。

財源内訳 見直し・点検進捗評価

友好交流費 298

施策事業名 多文化共生推進

事業目的
外国人市民及び日本人市民が、国籍の垣根を超えて互いを尊重し、共に地域社会の一員として生活を
営みながら、双方が等しく行政サービスを享受し、また、市民として役割と責任を担うことができる
ように環境整備を推進します。

特定財源 一般財源 利便性向上
情報発信
・共有化

業務適正化

多文化共生推進 7,243 81 7,162 99% 3 3 3

 - - - - - - - -

 - - - - - - - -

- -

 - - - - - - - -

 - - - - - -

- -

 - - - - - - - -

 - - - - - -

3合計 7,243 81 7,162 99% 3 3

目名 決算書(P)

事業名 決算額
一般財源
の割合



Ⅲ：年度別事業費の状況 （単位：千円）

Ⅳ：事業の評価　（ＰＤＣＡサイクルのＣｈｅｃｋ）

Ⅴ：業務の見直し・点検　（ＰＤＣＡサイクルのＣ→Ａ）

Ⅵ：課題とその対応策及び今後の方向性　（令和７年度におけるＰＤＣＡの成果：次のサイクルに反映させていく事項）

R6決算 R7決算 R8予算

5,662 7,243 24,251

国県支出金 0 0 0

地方債 0 0 0

一般財源の割合 99% 99% 44%

評価の観点 評　価 評価根拠

その他 79 81 13,536

一般財源 5,583 7,162 10,715

各事業を実施するにあたり、個別に打合せを重ね、事業内容や対象者の特性を考慮し、過
去の経験を活かしながら事業を実施した。

③受益の
公平性 4

外国人市民の社会参画により、地域の担い手が増加することで、今後人口減少や高齢化が
進むと考えられる地域を支える存在と考えられるため、多数の市民が恩恵を受ける事業と
なる。

④ニーズ
の把握 3 多文化交流マルシェ、サッカー交流事業にて、来場者に事業の内容及び日常生活での困り

ごと等の聞き取り調査を行い、ニーズの把握を行った。

①市実施
の妥当性 3 多言語対応については、生活に必要なサービスであると考えられるため、市が主体となっ

て事業を進めていく必要がある。

②事業の
必要性 4 多文化共生に関わる事業は、外国人市民のみならず日本人市民にとっても地域社会維持の

ために必要不可欠。また、日常生活に直結する事業実施が必要。

事業費

課　　題 対応策・今後の方向性

・令和5年度に実施した実態調査の結果をもとに実
施した事業を継続して行い、外国人市民がより生活
しやすいまちづくりを行う必要がある。

「多文化共生推進会議」において、専門家に意見をいただくととも
に、市実施事業でのヒアリングを行い、事業の方向性及び市が担う役
割を明確にする。
今後、ますます日本語が得意でない外国人の子ども、親がいる家族が
増えることが想定されるため、それらの人に対する日本語教育のあり
方を考える必要がある。

財
源
内
訳

令和７年度に見直しを
実施した事項

・市役所窓口の言語の壁の問題を解決するため多言語窓口電話通訳を導入した。

令和８年度に見直しを
実施している事項

・学齢期に合わせた、日本語学習、日本での生活習慣習得サポートを充実させる。
・持続可能な体制が整えられるよう、日本語教室の講師を有償ボランティア化す
る。

今後見直しを検討する事項
・多文化共生推進会議において意見をいただき、市として重点的に推し進めていく
事業及び市としての方向性を明確にする。

⑤目標の
達成度 3 予定していた事業は実施することができた。

⑥改善の
取組状況 3

評価チャート
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款 項 目

6 2 2

Ⅰ：事業概要

Ⅱ：個別事業内訳 （単位：千円） （見直し・点検進捗評価は４段階）

目名 決算書(P)

事業名 決算額
一般財源
の割合

2 1合計 10 0 10 100% 2

- -

 - - - - - - - -

 - - - - - -

- -

 - - - - - - - -

 - - - - - -

 - - - - - - - -

 - - - - - - - -

特定財源 一般財源 利便性向上
情報発信
・共有化

業務適正化

国際交流事業振興基金積立金 10 0 10 100% 2 2 1

事業の
成果・効果

・一括運用により利子配分があり、事業目的に活用するための積み立てをすることができた。

財源内訳 見直し・点検進捗評価

友好交流費 298

施策事業名 国際交流事業振興基金積立金

事業目的
事業目的に活用する基金を積み立て、安定的に運用するとともに、内なる国際化に向けた事業に充当
しながら多面的に国際交流を進める。

令和７年度　決算説明書 / 事業評価シート

予算 部局名 市民部

課　名 多様性社会推進課

事業内容

●事業の全体計画
・事業目的に活用する基金を積み立て、安定的に運用するとともに、国際交流事業の振興に資する
　事業に対し、必要に応じて活用する。

●主な事業内容
・事業目的に活用するため基金を積み立て、安定的に運用する。
　※基金設置当初は、一般財源から積み立て分、国際交流事業への寄付金、運用利子の積立。
　
●主な決算額の内訳
・国際交流事業振興基金積立金　　　99,862円



Ⅲ：年度別事業費の状況 （単位：千円）

Ⅳ：事業の評価　（ＰＤＣＡサイクルのＣｈｅｃｋ）

Ⅴ：業務の見直し・点検　（ＰＤＣＡサイクルのＣ→Ａ）

Ⅵ：課題とその対応策及び今後の方向性　（令和７年度におけるＰＤＣＡの成果：次のサイクルに反映させていく事項）

事業費

課　　題 対応策・今後の方向性

・令和７年度で事業廃止 令和７年度で事業廃止

財
源
内
訳

令和７年度に見直しを
実施した事項

・基金を廃止

令和８年度に見直しを
実施している事項

・令和7年度末で事業廃止。

今後見直しを検討する事項 ・令和7年度末で事業廃止。

⑤目標の
達成度 1 現在は運用利子のみの積立となっており、目的のための計画的な積立は行っていない。

⑥改善の
取組状況 1 令和７年度末に廃止。

③受益の
公平性 4 当基金は、広く市民の国際交流事業の振興を図るものであるため。

④ニーズ
の把握 1 内部管理事務であるため、ニーズの把握はしない。

①市実施
の妥当性 4 犬山市国際交流事業進行基金の管理及び管理に関する条例により、市が実施することに

なっている。

②事業の
必要性 1 基金として積み立てる必要性は薄れてきている。

一般財源の割合 100% 100% - 

評価の観点 評　価 評価根拠

その他 0 0 - 

一般財源 22 10 - 

国県支出金 0 0 - 

地方債 0 0 - 

R6決算 R7決算 R8予算

22 10 - 

評価チャート

0

1

2

3

4

①市実施

の妥当性

②事業の

必要性

③受益の

公平性

④ニーズ

の把握

⑤目標の

達成度

⑥改善の

取組状況



款 項 目

6 2 2

Ⅰ：事業概要

Ⅱ：個別事業内訳 （単位：千円） （見直し・点検進捗評価は４段階）

目名 決算書(P)

事業名 決算額
一般財源
の割合

3 3合計 5,043 0 5,043 100% 3

- -

 - - - - - - - -

 - - - - - -

- -

 - - - - - - - -

 - - - - - -

 - - - - - - - -

 - - - - - - - -

特定財源 一般財源 利便性向上
情報発信
・共有化

業務適正化

国際交流協会運営補助金 5,043 0 5,043 100% 3 3 3

事業の
成果・効果

・犬山国際交流協会（以下「協会」という。）では、昨年度に引き続き単年度決算が成立する見込み
であるものの、財政状況としては依然として厳しいが、柔軟な発想や対象者のニーズに合わせ、協会
としての専門性を生かした事業展開ができた。

財源内訳 見直し・点検進捗評価

友好交流費 298

施策事業名 国際交流協会運営補助金

事業目的
犬山が進める多文化共生事業の一役を担う犬山国際交流協会の安定した運営を目的として運営費の一
部を補助する。

令和７年度　決算説明書 / 事業評価シート

予算 部局名 市民部

課　名 多様性社会推進課

事業内容

●事業の全体計画
・犬山の国際交流、多文化共生事業を推進する犬山国際交流協会の安定した運営を目的として、
　運営費の一部を補助する。

●主な事業内容
・犬山国際交流協会の運営費の一部を補助する。
　
●主な決算額の内訳
・国際交流協会運営費補助金　5,043,000円



Ⅲ：年度別事業費の状況 （単位：千円）

Ⅳ：事業の評価　（ＰＤＣＡサイクルのＣｈｅｃｋ）

Ⅴ：業務の見直し・点検　（ＰＤＣＡサイクルのＣ→Ａ）

Ⅵ：課題とその対応策及び今後の方向性　（令和７年度におけるＰＤＣＡの成果：次のサイクルに反映させていく事項）

事業費

課　　題 対応策・今後の方向性

・安定した協会の運営には事業収益を増やすことが
必要であるが、事務局員の業務量が多くなり、その
事業を展開する体制が整っていないため、組織とし
ての力を高める必要がある。

協会の運営や仕組みづくりに対して連絡体制を密にしていくととも
に、安定した運営となるように体制の見直しの検討。

財
源
内
訳

令和７年度に見直しを
実施した事項

・団体が安定した運営となるように、団体職員と幾度かに渡り密に情報交換を行っ
た。

令和８年度に見直しを
実施している事項

・業務の多様化や複雑化、ニーズの多様性に合わせた事業が展開できるように事務
局との調整を進める。

今後見直しを検討する事項
・依然として、財政状況が厳しい状況にあることには変わりないので、団体の運営
状況の見直しを進めるとともに、改善を求めていく。

⑤目標の
達成度 3 補助金の大半を人件費に充てることによって、経営面の安定は達成されている。組織の管

理業務については、組織の在り方を含め事務改善が必要である。

⑥改善の
取組状況 3 事業内容の工夫や対象者のニーズに合わせた取組みは評価できる。業務の見直しについて

は、効率化の工夫が求められる。

③受益の
公平性 4

在住外国人向けの事業が多いため、対象人口（3,109名/70,995名　令和8年2月28日時点人
口）がそもそも少ないという面があるが、当協会の取り組みで、コミュニケーションが円
滑になることなどにより日本人市民が恩恵を受ける事業となる。

④ニーズ
の把握 3 協会が事業の参加者及び利用者に対してアンケートを実施している。また、市として理事

会や総会に参加し、ニーズの把握に努めている。

①市実施
の妥当性 3 協会は民間団体であり、収益を上げるために協会独自の事業が必要となるが、事業の特性

上、十分な収益を得ることができないため、補助金が必要となっている。

②事業の
必要性 3

事業の利用者や参加者、対象としている者の規模から、市民の日常生活への影響は大きく
はないが、在住外国人への影響は大きく、在住外国人が抱える問題の解消にもつながる事
業となっている。

一般財源の割合 100% 100% 100%

評価の観点 評　価 評価根拠

その他 0 0 0

一般財源 5,039 5,043 5,043

国県支出金 0 0 0

地方債 0 0 0

R6決算 R7決算 R8予算

5,039 5,043 5,043

評価チャート
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①市実施
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④ニーズ

の把握

⑤目標の

達成度

⑥改善の

取組状況



款 項 目

6 2 3

Ⅰ：事業概要

Ⅱ：個別事業内訳 （単位：千円） （見直し・点検進捗評価は４段階）

目名 決算書(P)

事業名 決算額
一般財源
の割合

1 1合計 8,009 0 8,009 100% 1

- -

 - - - - - - - -

 - - - - - -

- -

 - - - - - - - -

 - - - - - -

 - - - - - - - -

 - - - - - - - -

特定財源 一般財源 利便性向上
情報発信
・共有化

業務適正化

国際交流村管理 8,009 0 8,009 100% 1 1 1

事業の
成果・効果

・施設を適正に管理することができた。また、令和9年3月31日の返還に向けて、土地所有者の協議が
円滑に進み、令和8年度に施設解体をする準備が整った。

財源内訳 見直し・点検進捗評価

国際交流施設費 302

施策事業名 国際交流村管理

事業目的
国際交流村の設置及び管理に関する条例及び施行規則に基づき、地域における国際交流の促進、市民
の福祉と文化意識の向上及び憩いの場として、適正な管理運営を行う。

令和７年度　決算説明書 / 事業評価シート

予算 部局名 市民部

課　名 多様性社会推進課

事業内容

●事業の全体計画
・犬山国際交流村の適正な管理を行う。
・名鉄都市開発からの借地については､令和9年3月31日までに施設を解体､現状復旧し､返還する。

●主な事業内容
・犬山国際交流村の適正管理及び、借地の返還に向けた協議を行い、現況測量、実施設計を行う。
　
●主な決算額の内訳
・清掃業務委託料　　 　　　　1,526,800円
・用地借地料　　　　　　 　　　284,544円
・撤去設計業務委託料　　　　 6,009,300円



Ⅲ：年度別事業費の状況 （単位：千円）

Ⅳ：事業の評価　（ＰＤＣＡサイクルのＣｈｅｃｋ）

Ⅴ：業務の見直し・点検　（ＰＤＣＡサイクルのＣ→Ａ）

Ⅵ：課題とその対応策及び今後の方向性　（令和７年度におけるＰＤＣＡの成果：次のサイクルに反映させていく事項）

事業費

課　　題 対応策・今後の方向性

・事業開始時の目的は達成されており、事業の必要
性がなくなったため、返還が決まった。
・土地所有者と返還条件も調整がついたため、施設
解体工事が順調に進められれば特に大きな課題はな
い。

令和8年度に、施設解体の工事を発注し事業を実施。解体後土地所有
者に返還し事業完了となる。

財
源
内
訳

令和７年度に見直しを
実施した事項

・返還に向け、県や土地所有者との協議を行った。
・返還に向けて現地の測量を行い、契約内容を満たしかつ安全な状態で返還できる
よう協議を行った。

令和８年度に見直しを
実施している事項

・令和9年3月31日までに返還ができるよう、施設解体を行う。

今後見直しを検討する事項 ・特になし

⑤目標の
達成度 4 当該施設の安全な管理運営はできた。

⑥改善の
取組状況 1 借地の返還条件が整った。

③受益の
公平性 2

入口広場や木曽川沿い観光駐車場は観光利用者（観光バスを含む）や東海自然歩道散策者
が利用している。また、入口広場は毎年1団体がイベントで占用しているが、少数の市民
利用に限られている。

④ニーズ
の把握 1 市民アンケート等を実施していないため、受益者のニーズは把握していない。

①市実施
の妥当性 1

犬山市民交流センター（旧国際交流センター）を中心とした、国際会議開催の誘致のため
の施設だったが、国際交流村のステージ等はすでに解体しており、その役割を終えてい
る。

②事業の
必要性 1

国際交流村は、現在の入口広場だけでなくステージを有した総合的な施設であったが、事
業開始時の目的は達成されたとのことからステージが解体されているため、継続の必要性
はなくなっている。

一般財源の割合 100% 100% 100%

評価の観点 評　価 評価根拠

その他 0 0 0

一般財源 1,936 8,009 16,762

国県支出金 0 0 0

地方債 0 0 0

R6決算 R7決算 R8予算

1,936 8,009 16,762

評価チャート
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4
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②事業の

必要性
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